












































































































































































・	 被災者復興支援会議Ⅰ：平成 7 年 7 月〜平成
11 年 3 月
・	 被災者復興支援会議Ⅱ：平成 11 年 4 月〜平
成 13 年 3 月
・	 被災者復興支援会議Ⅲ：平成 13 年 4 月〜平








































































「保健・医療」または「医療」 △ △ △
「健康」 ─ ─　 〇
「住まい・防災」 ─ ─　 ◎
「都市計画」 ─ ◎ △
「住まい・まちづくり」 △ △ ─
「都市環境・コミュニティ」 ─ △ ─
「ボランティア」「コミュニティ・
ボランタリー活動」 △ ─　 〇
「経済」 ─ 〇 〇
「文化」 △ ─ ─
「国際」 ─ △ ─
「福祉」「社会福祉」 〇 〇 △
「高齢者・福祉」 △
「女性・家庭」「こども・家庭」 △ ─ 〇
「雇用」「生きがい・しごとづく
り」「しごと」 ◎ △ △
「教育」 〇⇒△ ─ △
「心のケア」「こころ・教育」 〇 〇 ─
「生活」「生活・こころ」 〇 △ 〇
「法律」 ─ ─ △
「マスコミ」「情報・文化」「文化・
マスコミ」 △ △ △






総括者 復興本部総括部長 復興本部総括部長 復興本部総括部長






























行期の 2 年間、Ⅲはその後の震災 10 年に向けた
本格的な復興期の 4 年間と分けることができる。
3.1.4﻿ 支援会議の特色


















































































H	 7.	 8.	28 第 1回 「被災者」の復興に向けて
H	 7.	 9.	25 第 2回 被災者の生活再建を目指す自助および共助について
H	 7.	10.	30 第 3回 仮設住宅自治会づくりの促進に向けて
H	 7.	12.	11 第 4回 年末、新年を迎えるにあたって
H	 8.	 3.	 1 第 5回 閉塞状況の打開、県民意思の結集
H	 8.	 6.	10 第 6回 住まい再建のための基本的な考え方、当面の課題について
H	 8.	 9.	30 第 7回 パートナーシップによる復興の推進
H	 8.	10.	28 第 8回 多様な豊かさを目指したまちづくり、住民主体の地域社会づくり
H	 9.	 2.	10 第 9回 災害復興公営住宅等に対する期待、住まい再建について	
H	 9.	 8.	11 第 10回 仮設住宅の統廃合を進める際の留意点について
H	 9.	12.	19 第 11回 産業の活力回復と働く場づくりに向けて	
H	10.	 4.	21 第 12回 環境移行期に向けて
Ⅱ
H	11.	 7.	30 第 1回 地域に根差したコミュニティ経済（CBE:	Community	Based	Economy）の総合的推進を
H	11.	12.	15 第 2回 災害復興公営住宅の住まいの復興と住環境整備に向けて
H	12.	 1.	17 第 3回 恒常的な地域の見守りと心のケアの体制を築くために
H	12.	10.	23 第 4回 市場・商店街の活性化に向けて
H	12.	12.	11 第 5回 安心で快適な住まいの充実に向けて
H	13.	 2.	19 第 6回 地域ぐるみで子どもたちと暮らすしくみをつくろう
Ⅲ
H	13.	 9.	21 第 1回 高齢者が安心して暮らせる災害復興公営住宅を目指して
H	14.	 1.	28 第 2回 まちづくりの担い手支援を通して、復興まちづくりの一層の推進を図る
H	14.	 9.	26 第 3回 復興 10年に向けて今後取り組むべき課題
H	15.	 1.	10 第 4回 被災者生活再建支援法の見直しに向けて
H	15.	10.	10 第 5回 復興まちづくりへの新たな視覚 ”震災復興と企業文化 ”─地域と企業の新たな関係構築を目指して














































































当初は基本財産 200 億円、運用財産 5800 億円










































ている。表 5 .1 から表 7 に提案の細目を列挙し
た。提案細目が多いため、支援会議Ⅰの細目を表
5 .1 から表 5 .3 に、支援会議Ⅱの細目を表 6 に、
支援会議Ⅲの細目を表 7 に示した。また、以下の















































































































































































































































































































































































































































































































































































4．健康に気を付けよう ・	健康アドバイザー設置事業補助（H9-11、3 件、242,576 千円）・	健康づくり支援事業補助（H9-10、2 件、137,304 千円）

















































































































































































































































































・	被災地 “花・緑いっぱい ”推進事業（H14-21、612 件、
392,015 千円、空き地を活用し景観を向上）
3．	事業提案型まちづくりシステムを創















































































































る方への支援 6 8 6
高齢者で持ち家を建替･修繕さ
れる方への支援 2 2 2
被災マンションを建替･修繕さ
れる方への支援 2 2 1
共同化･協調化を希望される方
への支援 2 2 2
賃貸住宅を再建･建設される方
への支援 5 5 1
宅地防災工事を実施される方へ
の支援 3 3 0
二重（ダブル）ローン負担を軽
くしたい方への支援 1 1 1
住宅再建等についての相談､ ま
ちづくりの支援等 5 11 7
民間賃貸住宅等へ入居されて
いる方への支援 1 2 1
仮設住宅から移転される方への
支援 6 6 1
住宅の安全対策支援 1 2 2
計 34 44 24
生
活
被災者の自立のための資金支援 3 3 2
健康に不安のある方への支援 6 7 6
被災者の方への相談 ･情報提





ボランティア活動に対する支援 2 5 5
地域のコミュニティ拠点等に対
する支援 7 8 8
私道復旧等に対する支援 3 3 0
消費生活協同組合等への支援 3 3 1
被災外国人県民に対する支援 2 2 2




る支援 7 7 0
事業再開等支援資金等の借入
金に対する支援 2 6 3
被災商店街等の復興への取組
に対する支援 11 15 12
地域産業等の復興への取組に
対する支援 3 4 3
観光の復興への取組に対する
支援 4 4 0
被災者を雇用した事業者等へ
の支援 3 3 1
新規成長事業者等への支援 4 5 1
計 34 44 20
教
育
私立学校の復興に対する支援 5 5 0
文化財等の復興に対する支援 2 2 0
私立博物館等の復興に対する
支援 3 3 0
芸術文化活動に対する支援 1 1 0
計 11 11 0
その他・自主事業 5 17 3
総計 116 173 93
出所：筆者作成。
38 研究紀要『災害復興研究』第 12号








えた平成 17 年 3 月に、それまで取り組んできた


















性を検討しながら、震災 10 年検証後の平成 18 年
















兵庫県でも平成 19 年 2 月に、平成 19 年度から


































































































































































































（2009）を発刊した。平成 28 年 3 月には、東日本
大震災での取り組みを踏まえ、106 項目に増や






































































































































































































































2）	 兵庫県では、震災直後の H7 .3 .15 から震災 10 年を迎え














6）	 当初の予定どおり、平成 17 年度末に運用を終えた。
基本財産 200 億円を 1 億円に圧縮、そこから事業財源
10 億円を捻出し、残り 189 億円は兵庫県・神戸市に返
還した。運用益等の残余財産を 123 億円を加え、基本財










































（2020 年 5 月 1 日 取 得，https://web .pref .hyogo .
lg .jp/kk41/documents/suishinhoushin .pdf）．




成 18 年度復興フォローアップ報告」	 	
































11）	 たとえば、「市民と NGO の「防災」国際フォーラム」














Local Government Measures to Put Pro-
posals into Practice: Case Study on Col-
laboration between the Hyogo Forum 
for Supporting Individual Recovery and 




It is important for a disaster-affected local government to collaborate with 
experts and supporters in developing their recovery and reconstruction policies. I 
considered the roles of the Hyogo Forum for Supporting Individual Recovery and 
the 1995 Great Hanshin Awaji Earthquake Disaster Recovery Fund. The former 
presented proposals to the local government and the latter was used to carry out 
the government policy. 
I clarified the features of the Hyogo Forum and analyzed how its proposals were 
reflected in utilizing the Fund support. I also researched on the follow-up committee 
formed 10 years after the disaster. It was found out that 1) the local government 
respected the knowledge and experience of experts and supporters without clinging to 
existing ideas; 2) the local government also appointed personnel to provide feedback 
into its policy based on the proposal; 3) the Fund was flexible in implementing the 
policy. I consider that the combination of “making use of outside personnel” and 
utilizing “government apparatus for carrying out their proposal” will be useful in 
proceeding with recovery and reconstruction from future disasters.
Keywords:
experts and supporters, outreach activity, advocacy, flexible government 
systems, accessible government resources
